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　前節の分析において検討された条件付き情報システムは，実績値κがある事
前に定められた水準に達したいときに追加情報ツを提供するものであった。す
なわち・追カロ情報ツを提供する調査を管理限界より下位の領域に隈定するとい
う条件が付与されていた竈もちろん・こうした条件は，追加情報の入手に無視
することのできないコストがかかるために必要になるものであり，追加鴬報か
らの便益とコストとの比較によってその具体的な条件が定められるはずであ
る。
　ところで，前節で求められた下位の管理隈界から下方の片側領域を調査する
方式は，常に最適性を有するのであろうか。エイジェンシー・モデルを適用し
てこうLた間題に明示的に敢り組む研究は，Baiman　and　Demski（1980a，
1980b）によって始められた。経営者（プリンシバル）の行う調査の確率が，
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結果πに依存するα（κ）で表わされるとすると，経営考と管理者（ニイジェン
ト）の均衡行動は，以下のように定式化される。
目的関数：皿・・l／（・一α（κ））（κ一・（π））
　　　　　　・α（κ）1（κ一舳）一・）・（ツ1払α）舳州κ
制約条件：l／（・一α（κ））σ（1（κ））
　　　　　　・α（π）1σ（1（州）・（伽）舳岬卜γ（α）・1
（5．1）
1［（・一α（κ））σ（1（κ））〃iα）
・α（κ）1σ（舳））／州α）・（〃）
　　　　　　　十1（刈α）9皿（ル，α）｝めコ1（κ1α）伽一γ’（α）＝O
　調査決定問題の基本モデルは，一人の経営考と一人の管理老から構成される
単一期間のエイジェンシー・モデルである。管理老は生産的行動α∈λ⊆灰の
選択により彼の期待効用を最大化する。その行動は，不確実な環境要因とあい
まって，結果キャッツユ・フローκ∈x⊆Rをもたらす。管理者の行動が結果
に与える効果は，条件付き確率密度関数！（刈α）によって表わされる。関数
グ（刈α）に関して，第一次の確率的優位性が成立し，α・＞α・であれぱ，生産目
的にとって∫（ツ1伽）が1（刈碗）よりも選好されることが仮定される。また，
結果の集合は，管理者の行動から独立であるため，経営老は結果の観測から管
理者の行動を正確に特定することができたいことが仮定される。もちろん，管
理者の行動を経営老が直接観察することはできない。
　経営考はリスク申立的であるが，管理者はリスク回避的であり，所得と努力
水準に分離可能な効用関数をもつものと仮定される。管理考の所得をs∈S⊆灰
で表わすと，業績緒果から管理考への支払を控除した残余を取得する経営者の
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効月ヨ関数は，リスク中立型であるからG（卜s）＝κ一∫と書かれる。管理者の
効用関数については，ぴ＞0，”〈O，ア〉0そしてγ”〉0が成立する。
　経営者は固定的な調査費用cを支払って，追加の情報シグナルッ∈r⊆Rを
もたらす情報システムを利用することができ私この情報システムの利用が，
調査の実施を意味Lている。情報システムの特性を表わすg（刈κ，α）をκとα
が与えられたときシグナルッを得る確率であると定義する。さらに，経営者と
管理者は，グ（刈α）および9（刈κ，α）に関して同質的な判断をいだいているこ
とを仮定する。
　（5．1）におげる第一の制約条件は，経営者が管理考に対して少なくとも次善
の雇用機会に等Lい期待効用を提供Lなけれぱたらないことを要求するもので
ある。第二の制約条件は，管理者の最適行動の選択を要求するものであり，こ
こでは努力水準に関して最適性の必要条件が成立することが仮定されている。
この第一および第二の制約条件に対するラグランジュ乗数を，それぞれλおよ
びμとすると，最適な報酬関数は以下の条件を満たすものである。
　　　　1　　　　　九（κ1α）　　　　　　　＝λ十μ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5　2）
　　σ1（∫（”））　　　グ（刈α）
　　　　1　　　　　　九（刈β）　　9囮（ツ1π，α）　　　　　　　　＝2＋μ　　十μ　　　　　　　　　　（5．3）　　σ’（∫（κ，ツ））　　　グ（刈α）　　9（ツ1尤，α）
　（5．1）の決定間題はα（κ）の線型関数であるから，各”に、ついて常にコーナ
ー解をもち，調査を実施する確率はα（兇）＝Oあるいはα（κ）＝1となる。調査
決定ルールα（五）に関する第一次の最適性の条件から，調査の実施が経済的に
有効であるのは，次の条件が成立する場合に限られる。
一（卜・（κ））小一舳一・／・（伽）め
一σ（s（κ））｛λ十〃坦（刈o）／∫（π1α）｝
・1σ（∫（州）［λ・μ／〃1α凧κ1α）
十9皿（列π，α）／9（ツ1ガ，α）｝コ9（ツ1κ，α）め＞0 （5．4）
　403
　70　　　　　　　　　　早稲田商学第331・332合併号
ここで，月（久）を調査がもたらす（粗）便益を表わすものとして，（5．2）およ
び（5．3）を使うと，（5．4）は以下のように書きかえられる。
　　3（κ）一C＞O
ただし・酬一・（κ）一1・（舳（ツ1払α）勿一σ（1（κ））〃（・（κ））
　　　　　・llσ（舳））／σ・（1ω））／・（伽）め　　　（・・）
　調査からの便益に関して更に検討を加えるためには，管理者の効用関数をよ
り明示的な形で与えることが必要になる。いま，管理者は（5．6）で示される
HARA効用関数をもつことが仮定されるとLよう。
　　σ（2）：β2・　（O＜γ＜1）　　　　　　　　　　　（5．6）
管理者の報酬関数は，（5．2）および（5．3）から以下のように求められる。
　　s（κ）：［御W（名）コ1／1■・　　　　　　　　　　　　（5．7）
　　∫（κ，ツ）二［βγ｛W（κ）十W（κ，ツ）1コ1／1．1　　　　　　　　（5．8）
ただし，W（κ）≡λ÷μ九（刈α）／∫（刈α）
　　　　1V（劣，ツ）…μg皿（ツ1”，α）／g（ツ1κ，α）
（5．6）の効用関数に関Lて，σ（2）／ぴ（2）二2／γとなるから，（5，5）のB（κ）は
（5．9）と書くことができる。
・（1）一1（・一1）／小（〃）舳1）勿一1（κ）1　　（・・）
（5．7）および（5，8）を代入すれぱ，（5．9）は（5．10）と表わされる。
　　3（兆）一（1一γ）プ・・一1β・／・一1［lW（κ）・〃（州1…一1g（ルα）勿
　　　　　一／W（κ）／・／・1　　　　　　（邑・・）
すべてのκについて，1凧舳（伽）勿一・であるから，ω（舳）が成立す
る。
l／w（π）・榊）1・（伽）勿一w（尤） （5．11）
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0〈γ〈1について，W1／11・はWの凸関数であるから，（5．11）とJensenの
不等式によって3（κ）は常に非負となることが言える。②調査のコストは固定
的であると仮定されているので，最適な調査決定ルールは，B（κ）が力ととも
にどのように変わるかということによって定まることになる。
　（5．6）のHARA効用関数をもつ管理者は，調査の実施に対してどのような
選好関係を示すであろうか。（5．7）と（5．8）から，調査が実施されなかった場
合および実施された場合におげる管理者の劾用は下式で与えら押る。
　　σ（∫（κ））＝β’ノ1一『［γW（κ）コ・／1－1　　　　　　　　（5．12）
　　σ（・（κ，ツ））＝β1／1■・［γ｛W（κ）十W（π，ツ）1コ1／1■1　　　　　（5．13）
σ（・）は，O〈γく1／2のとき凸関数となり，1／2〈γ＜1のとき凹関数となる。
そこで，（5．11）とJensenの不響式から以下の関係が導かれる。
　　（i）・く1く・／・のとき1σ（1（〃））・（舳）勿・σ（1（κ））
　　（ii）1一・／・のとき　／σ（舳）・（舳）勿一σ（・（κ））（舳）
　　（iii）・／・・1く・のとき1σ（・（篶ツ））・（舳）φ・σ（・（κ））
　（5．14）から明らかなように，リスク回避測度のより大きい（o＜γく1／2）管
理者は，調査の実施されることを好まない。このタイプの管理老にとって調査
が実施されたときの報酬関数は，調査の実施にとも汰うリスクを回避したいと
いうマイナスを相殺するところまでには至らないからである。それに反して，
リスク甲避測度が大きくはない（1／2＜γく1）管理者は，調査の実施を好む。
調査の実施にともなうリスクを回避したい程度がそれほど犬きくないために，
調査が実施されたときに得られる報酬の方がより魅力のあるものになるからで
ある鉋そのちょうど中間にあるγ＝1／2の管理者にとっては，調査の実施に関
する選好ぱ無差別である。
　γ＝1／2の管理考にとって調査の実施は無差別となるが，経営著の報酬をも
考慮した調査の便益はどのようになるであろうか。γ＝1／2として（5．10）を計
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算すると，（5，15）を得る。
的）一去研／1［・（1）・伽）1舳1）勿一［・（1）1号
　　一押／1［釦（舳舳1）1榊1）め／ （5．15）
9血（ツ1κ，α）ノ9（少1κ，α）は，すべての力について期待値がゼロとなるから中カッ
コの中は釦（ツ1κ，α）／g（ツ1κ，α）の分散に他ならない。その分散が大きくなれ
ぱ，管理老の行動を推論する際に調査がより効果的な情報を提供することにな
る。Lambert（1986）は，この値をもってツを提供すLる情報システムの報知
（infomativeness）測度あるいは価値と定義Lている。
（注）
　　　　　　　ク（ツ）ゐ（刈ツ，α）＿カ（ツ）ゐ（刈ツ，α）
（1）9（刈π，α）＝　　　　　　　　一　　　　　　　　　∫（κ1α）　　　∫力（ツ）ゐ（北1ツ，α）勿
よ1・／舳1）め一舳糊苧α）め舳）緒畿1”）勿
二〇
となるから小（州・（畑）め一1・舳α）め一・
　が成立する。
（2）Jensenの不等式は，以下の定理である。
　　g（・）を区間（α，あ）上の西関数とL，”を”（北∈（α，5））＝1であるよ
　うた確率変数とするたらぱ，
　　　ム［9（ガ）コ≧9（ム［κコ）
　なる不等式が成立する。左（・）が凹関数であるならぱ，不等式の向きを変
　えた
　　　亙岳［9（”）コ≦9（ム［κコ）
　が成立する。
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6．追加情報の独立性と最適な調査領域
　Baiman　and　Demski（1980b）は，上記のモデル（5．1）においてさらに以
下の仮定を加えて分析を進めた。
（i）結果κと情報シグナルッの条件付き独立性：ゐ（κ，ツ1α）＝∫（刈α）g（刈α）。
（ii）管理者の効用関数は，HARA族のメソバーである。
（iii）単調尤度比特性（MLRP）：九（・）／グ（・）および9皿（・）／9（・）は，それぞ
　　れκおよびツの非滅少関数である。
（iV）最適な報酬関数は，すべての実行可能な劣およびツに関して内点解であ
　　る。
　効用関数がHARA族のメンバーであるならぱ，その一般型は（6．1）式の
ように書かれる。
　　　　　　　　1　　　　σ（2）＝　（力切2）’一1／・　　　　　　　　　（61）　　　　　　　　σ一1
ここで，σ＞Oならぱ逓滅的リスク回避の，σ＜0ならば逓増的リスク回避の効
用関数をそれぞれ表わす。リスク回避測度の逆数として定義されるリスク許容
測度は，力十％で与えられる線型関数となる。
　（6．1）のHARA効用関数を用いるとき，Baiman　and　Demski（1980b）
が導出したと同様た調査決定の最適ルールは以下のようにたる。
（i）σ＜2たらぱ，雰＜κ＊のときに調査を実施する。
（ii）α＞2ならぱ，κ〉がのときに調査を実施する。　　　　．　（6．2）
（iii）σ＝2ならぱ，κからは独立である。
　いま，管理老が（56）のHARA効用関数をもつときに，9（刈κ，α）が劣
から独立であるという仮定が付加される改らぱ，（6，2）と同様な最適ルールが
導かれることをみてみよう。（5，10）の調査からの便益は・このとき（6・3）と
書かれる。
的）一（1一γ）〆叩ル1［l／附）・W（ツ）1・ル鮒1α）め
40ヲ
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　　　一｛W（カ）｝1／11つ
このB（κ）をWで偏徴分すると，（6．4）となる。
（6．3）
∂B（κ）／∂W＝（1一γ）グ・・一伊…（1／1一γ）［l1肌）・w（ツ）1・・一鮒α）φ
　　　　　　一1W（劣）1刈　　　　　　（α・）
O〈γ＜1／2のとき腋／1一アは厳格な意味で凹関数であり，Jens㎝の不等式から
∂3（κ）／∂W〈0が成立する。それに対して，1／2〈γ〈1のときには，その逆に
泌（”）／∂W＞0が成立する。
　ところで，μ＞0および〃グはκの単調増カロ関数であるとする単調尤度比
特性（MLRP）を仮定すると，W（κ）はκの増加関数となる。以上の結果を
まとめると，最適な調査領域に関する以下の原則が得られる。
（i）o〈γ〈1／2のとき　　κ〈が（下位領域）を調査する。
（ii）γ二1／2のとき　　　κから独立である。　　　　　　　　　（6．5）
（iii）1／2＜γ＜1のとき　　κ＞π＊（上位領域）を調査する。
　（6．5）の原則は，管理者の調査に対する選好関係に対応したものであるから，
次のような解釈が与えられる。リスク回避測度の大きな（0＜γく1／2）管理者は，
調査にともなうリスクを嫌い，調査をペナルティと受けとめる傾向がある。ペ
ナルティば低い業績に対Lて適用されるときに適切なインセンティブの効果を
もたらすから，低い業績を示す下位の領域について調査を実施することを経営
老は決定する。そのこととは反対に，リスク回避測度の小さい（1／2〈γ＜1）管
理者は，調査を報償とみす僚向にある。報償は高い業績に対して適用されると
きに適切なイソセンティブの効果をもつから，高い業績を示す上位の領域につ
いて調査を実施することが最適と改る。γ＝1／2の管理者は，調査の実施に対
Lて無差別な選好をもっているので，どの領域で調査が実施されようとかまわ
ない。しかしながら，調査は固定的なコストがかかるで，調査領域が広がれぱ
それだけ経営者のコスト負担が大きくなる。したがって，調査領域の範囲につ
　408
　　　　　エイジェソシー・モデルによる条件付き清報システムの分析　　　　75
いては，γ＝1／2の場合であっても調査のコストを考慮して決定されねぱなら
ない。
　前稿における仮設例は，γ＝1／2のベキ乗HARA効用関数をもつ管理著の
ケースを取り上げた。ここで再び同様の仮設例をもちいて，上述の繕果につい
て確認することにLよう。
G（2）＝4　　〔1（2）＝221ノ里，　γ（α）＝α里
舳一αまろ…（一皆1）
　　　　　　／α子1
舳：／、隼ゐ
（ツ＝ツ1のとき）
（ツ＝ツ2のとき）
（ツ＝ツ1のとき）
（ツ昌ツ2のとき）
調査からの便益遍（κ）は，（6．6）に示されるようにκから独立な値となる。
　　　　　ゐ3＝〆　　　　　　　　　　　　　　　　　（66）　　　　α（”十あ）望
管理者の努力水準湖およびパラメータろが便益Bに及ぼす影響をみるために，
それぞれの偏徴分を計算Lてみよう。∂研∂α＜0が成立するから，σが大きく
なるにつれて便益は減少していく。9岨（洲α）＞Oから，αが大きくなるにとも
ない，調査からr管理考に責任は無い」というメッセージッ。の提供される確
率が高まる。Lたがって，調査からの追加情報がもたらす報知性の程度も滅少
せざるをえない。∂助秘については，α＞ゐのときに正になり，混＜ろのときに
負となる。釣（ツ。1四）〉oから、ろが犬きくなるにつれて，調査から「管理者に
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責任がある」というメッセージッ・の提供される確率が高くなる。したがって，
便益に対する影響はαとの比較において変わりうる。α＞ろである限りにおい
てろが大きくなるならぱ，メッセージッ・の提供される確率が高くなったとし
ても便益は増える。ω
　調査決定ルールの最適性の条件から，（6．7）が導かれる。
　　〆一α（宇）2・　　　　　　　（α・）
管理老の最適行動の条件から，（6．8）が得られる。
l／が（£あ）。・、（、午あ）。／1（1）舳・→一仁・　　（α・）
（6．7）と（6．8）から，調査実施の平均確率Fは（6．9）で与えられる。
叶（κ）八榊一α巧髪十あ）1　　　（・・）
調査コストCそしてαおよびろがFに及ぼす影響をみてみよう。∂〃∂C＜0
より，調査コストの上昇は調査実施の平均確率を減少させる。∂F／∂α＞0より，
αが大きくなれぱ平均確率も高くなる。Lかし，ろについては，αおよびCに
対する相対的た大きさによって，平均確率に及ぽす影響は変わりうる。②
（注）
（・）芸一・諜崇く・
∂B　　2（o一ろ）
τ＝μα（α十6）君
g蜆（ツ望1α）＝
幽（ツ11α）＝
　ゐ　　　〉0（α十あ）2
　α　　　＞0（α十6）2
（・）筈一が妄、（押・叶去・・
4ユo
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肋　　2（5C）1／雪　α
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7．非HARA効用関数と最適な調査領域
　H蛆A効用関数を前提にして導かれた結論の特徴のひとつは，平方根の効
用関数（γ＝1／2）の場合を除いて，最適な調査領域が上位か下位かの片側に隈
定されている点であ孔果たしてこの片側調査領域の最適性は，一般的妥当性
を有しているのであろうか。換言するならぱ，リスク許容測度が線型となる
HARA効用関数においてのみ導かれる結果なのではないだろうか。本節では，
Young（1986）に基づいてこの間題を検討することにLよう。ただし，本節に
おいても，ツは劣から独立であるとする仮定を前提とすることにする。
　非HARA効用関数とLてYomg（1986）が取り上げたものは，（7．1）で
与えられる。
　　σ（2）＝ろ2－exp（一cz）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7．1）
この関数のリスク回避測度は（7．2）で示されるように，逓減的に減少する関数
で与えられる。
　　　　6包exp（一α）　　7＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（72）　　　　ろ十6exp（一α）
　いま，（5．3）の右辺を〃（匁，ツ）と定義し，最適な報酬関数を求めると（7，3）
および（7．4）を得る。
・（1）一一÷1・（1諸W）
舳）一一÷h（1諜）
（7．3）
（7．4）
ただし，”（κ，ツ）…w（κ）十w（κ，ツ）である。
　調査が実施されるときに得られる管理考の期待効用は，（7．5）と計算され乱
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　411
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／舳舳め一／／1諸”ll・（1諸”）／・（舳（τ・）
それに対Lて・調査が実施されないときに得られる管理老の効用は，（Z6）と
計算される。
肋））一1耕11・（1詩W）　　　（τ・）
ここで
τ（π）・1諜・÷1・（1謀W）　　　（τ・）
を定義して，Wに関する1階と2階の徴分を計算すると以下の結果を得る。
劣一÷（蒜・。（昌。））・・　　　（τ・）
　　多箒一÷／南等箒）。／　　　　（τ・）
2－3わW＞0のとき（7．9）は正となるから，τは凸関数となる。その逆に
2－3ろW〈0のときに（7．9）は負となるから，τは凹関数となる。したがって，
Jensenの不等式を適用すると以下の結果を得る。
（i）W・・／・ろのとき1σ（・（州）・（ツ舳・σ（・（κ））　（τ・・）
（ii）w・・／・ろのとき1σ（・（〃））・（ツ1α）め・σ（・（κ））　（τ・・）
　亘ARA効用関数をもつ管理者の場合に，あるリスク回避測度を所与とする
放らぱ・管理者の調査に対する選好関係はすべての．川こついて変化することは
なかった。すなわち，すべてのκについて，調査を好むかあるいは嫌うかのい
ずれかであった。ところが，（7．1）の非HARA効用関数をもつ管理老の場合
には，調査に対する選好関係がある”を境に変化している。こうした変化ぱ，
すべてのκについて片側領域が最適であり続げることを，もはや保証してはく
れないように思われるo
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調査からの便益3（κ）は，（7・3）および（7・4）を（5．5）に代入することに
より（7．12）と計算される。
助）廿（・一〃）1・（1耕）
　　　　　・1（川）1・（！諸”）舳勿／　　（τ1・）
い童，R（W）を（7．13）と定義し，
W）妻（・一〃）1・（1諸W）　　　　（τ・・）
Wに関する1階および2階の徴分を計算すると以下の緒果を得る。
券一一11・（1謀W）一寺・・　　　　（τ・・）
　　∂明　　　　　ゐ　　　　！　　　　　＝　　　　　　　　　　十　　　　〉0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7．15）
　　6W2　W（1一あW）　W2
亙（・）は凸関数であり，Jensenの不等式から3（劣）は厳格な意味で正である
ことが証明されるo
　さらに，3（κ）を力に関して偏徴分すると，（7．16）と在る。
6繋）一1去［総｝／ll・（1券W）・十
　　　　　　一1［1l・（1詰”）・月舳）φ／
ここで，S（W）を（7．1？）と定義し，
・（・）・l1・（1謀W）・十
Wに関する1階および2階の徴分を計算すると以下の結果を得る。
　　6S　　　　－1　　一＝　　　　　　　＜0　　6π　　W2（1一あW）
　　62S　　　　2－3あ閉7
　　6W里　W3（1一ゐW）2
（7．16）
（7．17）
（7．18）
（7．！9）
　　413
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MLRPを仮定すれば，6W／”＞0であるから以下の結果が導かれる。
（i）　w／2／36のとき　　s（W）は凸関数であり，棚（κ）μ”〈o
（ii）　W〉2／3ろのとき　S（W）は凹関数であり，朋（π）μκ＞o
　以上の結果から，最適な調査領域に関する条件が導かれる。いま，下位領域
の集合をXエ，上位領域の集合をXrで表わすと，その両方の領域を調査する
ことが最適となるための必要条件は，次の2つの条件が成立することである。
（i）xzに含まれるすべての”について　　o＜w＜2／3ろが成立する。
（ii）xσに含まれるすべての川こついて　　2／3δ＜wく1／あが成立する。
もしも（i）が満たされないときには，上位領域のみが最適た調査領域となる。
同様に，（ii）が満たされないときには，下位領域のみが最適な調査領域とな
る。
　調査のコストを考慮して両側領域が最適な調査領域となるケースは・第4図
のように図示される。
　調査コストCは川こかかわりなく固定的であると仮定されている。このC
を考慮すると，最適な両側領域は，下位について｛刈O＜劣＜伽｝，上位につい
て｛κ1蒐＞肪｝となる。LかLながら，両側領域の最適性に関する必要条件が
B（工）
C2
C1
Co
B（刎
　C1
C2
C
Co
0　　　　軌
第4図一1
吻　　　　工　　　　o　　　　軌
第4図一2
工u　　　　　　　　工
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満たされても，コストCの大きさによっては片側のみが最適となりう飢第4
図一1において，CがCユを越えていれぱ，上位領域の調査は実施されない。
第4図一2において，CがC毘を越えてしまえぱ，下位領域の調査は実施され
ない。
　HARA効用関数におげる場合と異なり，ここではどの領域が最適な調査領
域となるかの決定にリスク回避測度が明示的にかかわっていないことに注意し
なけれぱならない。（7．2）のリスク回避測度を決定する要因の中で6のみが調
査領域の決定に関与している。リスク回避測度は，あが大きくなると小さくな
る。そして，あが大きく改ると，条件（i）および（ii）の成立する範囲が狭
まるから，両側調査が最適となる可能性は小さくなっていく。それに対して，
あが小さくなると，その逆のことが成立する。
8、ツの従属性と最適な調査領域
　管理者がHARA効用関数をもつとき，片側調査を最適とする結果を導いた
前提のひとつに，ツの確率分布がκから独立であるとする仮定が存在してい
た。この独立性の仮定がぱずきれたとき，HARA効用関数の仮定の下におい
てこの結果はなおも妥当性を有するであろうか。
　（5，14）に示されているように，管理者の調査に対する選好関係は，HARA
効用関数をもつ隈り，すべての川こついて好ましいと考えるか，あるいはそう
でないと考えるかのいずれかであった。そして，ツがκから独立であるという
仮定がさらに付加されたとき，調査からの便益3（κ）は，κの単調関数として
与えられ，片側領域の最適性カ；導かれていた。しかしながら，ツとκとの従属
関係を前提とするならぱ，8（κ）が単調関数となることは，もはや保証されな
くたるのではないだろうか。
　Lambert（1985）は，ツとエが従属的関係にある次の2つのケースについて
この問題を検討した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　415
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（i）　ユ＝α十ツ十2，ただし，ツ㍗W（0，σ2），召～W（O，φ2）
（ii）　名＝αツ十θ，　テこだし，ツ～！7（〃2，σ2），　2～1V（0，φ呈）
各ヶ一スとも，ツは生産プロセスに関する外生バラメータを，3は生産プロセ
スにおげるその他のノイズをそれぞれ表わしており，ツとθとは相互に独立で
あることが仮定される。κを所与とするツの条件付き確率分布は，管理考の努
力水準舳こ依存しているから，ツばσに関Lて報知的であり，情報価値を有し
ている。ここでは，ある劣が観測されたとき，ツの値が大きけれぱ・αの低い
ことが推測されるo
　ケース（i）において，調査の提供する追加情報は，9也（ツ1π，α）／9（列κ，α）
＝一1／φ薯［ツーσ2（π7α）／σ2＋φ2コに集約される。g血（ツレ，α）／g（ツ1κ，σ）の分布は，
W（O，σ2φ2／φ4（σ2＋φ2））となり，κから独立である。したがって・調査の便益
は分布の端において最大となるわけではないから，片側領域の最適性を主張す
ることはできなくなるo
　ケース（ii）の生産関数において，追加情報ツは努力の生産性を表わしてい
る，と解釈することができる。このツの分布カミ川こ依存するケースにおいて，
g也（ツ1劣，α）／g（ツ1κ，α）の分散は，1卜2φ2／（φ2一α2σ2舳）1の増加関数となる。
その結果，最適な調査の領域は，ガの分布の両端にく孔すなわち・劣が大き
肋
血
型＝低い
型三高い
第5図一1：ケース（i） 第5図一2：ケース（ii）
4工6
　　　　　ニイジニンシー・モデルによる条件付き情報システムの分析　　　　83
な値をとるときぱかりでたく，小さな値をとるときにも，調査を実施すること
が最適となる。このような爾側の調査領域という結論が導かれた理由は，管理
者の努力に対する結果κの実現にツが影響を及ぼしているためである。すなわ
ち，ツ（生産性）が高げれぱ，κは管理者の努力に対Lて大きく反応するし，ツ
が低げれぱ，小さな反応を示す。Lambert（1985）によって図示されているよ
うに，ツを管理者の努力水靭こ関するシグナルとして使うことと使わないこと
の間のコンフリクトは，κの値の大きな領域と小さな領域に軌・て生じる。L
たがって，このようなエイジェンシー関係において，調査の実施から追カロ清報
を得ることの価値は，κの雨側の値について最大となる。
9．結　び
差異調査の決定問題に関する伝統的な研究は，実務において差異を調査する
べきか否かを決定するために使われる意思決定のルールを開発することにあっ
た。そこにおける典型的たモデルは，多重期閻においてひとりの意思決定考が・
関連する費用を最小化するように差異の調査決定を行う状況を定式化したもの
であった。
　伝統的なモデルに対する批判的指摘のひとつは，フォーマルな決定ルールが
ほとんど実際には使われていない，という点である。もちろん・実際に使われ
るに至っていない原因のすべてを，モデルの有効性の欠如に帰することはでき
ない。意思決定者の側に数学酌モデルに対する理解カの不足がみられる可能性
もあるからである。数学的モデルの専門家ではない意思決定老は・複雑でその
利用に困難を伴うようなものよりは，比較的単純な経験則の方を好んで利用す
る傾向もみうげられる。
　第二の指摘は，モデルが機械的な対象のプロセスを想定している点であ乱
すなわち，プロセスの管理あるいは実績は，そこに従事する人問の行動に依存
しているにもかかわらず，選択される決定ルールが人間の行動に対Lて与える
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　417
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影響について考慮していないのである。この点に対する考慮は，決定ルーノレを
選択する人とプロセスの実績に対して責任を負う人が別人であるときには回避
することができないはずである。
　差異調査決定の問題に対する最近のエイジェンシー・アプローチは，その目
的において伝統的なアプローチとは異なっている。実際に利用されるべき決定
ルールを導くことよりも，現実の実務を説明しようとすることに，ユイジェソ
シー・アプローチは関心がある。換言するならぱ，差異調査の決定間題に関す
るポジティブ理論を構築することに，その目的があるのである。そこでの特徴
は，管理責任のあるエイジェントの行動に関して不完全な情報しかもたない上
位者であるプリンシパルが，プロセスの条件付き調査をどのように実行して追
加の情報を利用し，自已の目的を達成するようにエイジェソトを導くかを明ら
かにしようとすることにみられる。
　そうした潮流のなかで生まれたひとつの成果は，Baiman　and　Demsk三にょ
る研究であった。彼等の研究結果について，それが現実の実務をどれほど説明
しているかという点から検討すると，いくつかの疑問が生じてくる。第一の疑
問は，複数のメンバーから成る組織において，最適な調査決定ルールが業績評
価の対象となる管理者のリスク選好などに適応するように特注されねばならな
い，という帰結に対してである。果たしてこのような特注のシステムが，現実
の組織において設計され，導入されるようなことはあるのであろうか。管理者
が交代するたびにシンテムをつくり変えるとすれぼ，その費用は恐らく便益を
上回ることになるのではないだろうか。結局のところそうした複雑で適応的な
システムを採用せずに，単純で安価なヒューリスティックスを利用したとして
も，機会損失はわずかなものであるかもLれない。さらに，管理考のリスクに
対する態度を特定することは，決して容易な仕事でないことも忘れてはならな
いであろう。
　第二の疑問は，Baiman　and　Demskiの導出した最適な調査領域が片側にな
　418
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るとする結論の一般性についてである。差異分析に関するテキストの記述や，
実務においてしぱしぱみられる管理方式は，例外管理の原則を適用Lて有利な
差異と不利な差異の両方に注目するシステムである。この方式は，調査領域が
実現可能な業績結果の分布の両側にくることを意味しているから，Baiman
and　Demskiの結論とは対立するものである。彼等の用いた分析そデノレのどこ
に片側領域を最適とする結論を導いた鍵があるカ㍉を検討することはきわめて
興味深いテーマである。Lambert（1985）は，κとツの独立性の仮定を外すこ
とから，Baiman　and　Demskiの結果とは異なる両側領域の最適性が導かれ
るケースを提示した。Y㎝ng（1986）は，エイジェントが非HARA効用関数
をもつ場合，両側の領域が最適となる2つのケースを示した。
　差異の調査決定に関する伝統的な文献は，前述されたようにその研究目的は
異なっていたが，有利および不利の差異が生じる両側の領域において調査が実
施されるべきことを述べてきた。しかし，結論は同様であっても，伝統的な文
献における調査情報の意義は，情報経済学的観点からすると，最近の研究にお
けるものと異なっているごとに注意しなげれぱならない。第一に，責任奏の行
動あるいは生産プロセスに関してκのもたらす情報は，調査を実施するかの決
定に使われるのみであり，責任者の行動に影響を与える情報効果について認識
されてはいなかった。第二に，調査が実施されなげれぱ修正行動がとられるこ
とはなく，したがって便益も期待されることはない。こうした点を情報経済学
的観点から考えると，プロセスの状態に関して最も情報内容の乏しい領域で調
査が実施されていることに気が付く。たとえぱ，ブロセスが管理外の状態であ
ることをほぼ確信しながら調査を実施することになりうる。このようた場合，
調査を実施せずに修正措置をとることやプロセスを取り替えてしまうことのほ
うが，有効であるかもしれない。
　最近のエイジェンシー・アプローチによる分析においてκのもたらす清報は，
調査が実施されなくとも，エイジェントの行動に関する推論に役立てられ，工
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イジェントに対してインセンティブを与える役割を果たしている。多重期問の
状況へ拡張されるとき，前期の業績結果は次期の調査決定ルールの検討に利用
されるはずである。次期の努力水準も，また前期の業績に影響されるであろ
う。前欺こ調査の実施から得られた環境に関する情報は，次期のプロセスに関
する不確実性を滅少させるために使われるであろう。
　最適な調査領域について一般的な原貝腕打ち立てることは，困難なことであ
ろう。それは，プリンシパルとニイジェントの効用関数，生産関数，情報シメ
テムの特性，調査費用，労働市場の状況等が最適な解に与える効果に依存して
変わりうるからである。注意すべきことは，業績結果の異常値あるいは例外的
値が，調査による便益の大きさを示すものではない，という点である。業績繕
果や調査情報がエイジェソトの行動に関Lてもたらす清報効果が，調査の便益
を決めるうえで最も重要な要因であろう。
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